






































































































































































































第２表 債務負担行為 

 
                           （単位：千円） 

事   項 期   間 限 度 額 

地域防災計画修正業務 令和７年度 ３，５６８ 

切目橋架替事業 令和７年度 ４１０，０００ 

 



第３表 地方債 
（単位：千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

過疎対策事業債 ８５８，３００ 証書借入 

年３．０％ 以内（た

だし、利率見直し方

式で借り入れる政府

資金及び地方公共団

体金融機構資金につ

いて、利率の見直し

を行なった後におい

ては、当該見直し後

の利率） 

政府資金については、

その融資条件により、

銀行その他の場合には

その債権者と協定する

ものによる。ただし、

町財政上の都合により

据置期間及び償還期限

を短縮し、又は繰上償

還もしくは低利に借換

えすることができる。 

辺地対策事業債 ２３，９００ 〃 〃 〃 

緊急防災・減災 

事業債 
５，０００ 〃 〃 〃 

施設整備事業債

（一般財源化分） 
１２，５００ 〃 〃 〃 

臨時財政対策債  ７，４００ 〃 〃 〃 

計 ９０７，１００    



1.特別職 (単位：千円)

2.一般職

(1)総括 (単位：千円)

(単位：千円)

△ 440

267,575

13,851

管理職特別
勤務手当

0

968

宿日直手当

0

△ 234

2,124

地域手当通勤手当

9,995

12,5283,681

△ 2,533 △ 9

職員数

119,367

△ 560

共済費

30,589

561,436

△ 88

3

91

比
較

区分

148,743

14,403

132

168

管理職手当

計

450,476

23,063

87,897

80,371

7,526

473,539

212

530,847

合計

△ 435

住居手当

0

138,667

給　与　費

△ 88

備考

前年度

比　較

(26)

(28)

△ 864

94

前年度 105,369

本年度

区分

合計

△ 223

32,790

22,139

51,996

107,148

425

32,365

106,925

備考

52,556

22,227

共済費

0

給　与　費

その他
手　当

計

4,263

報酬

△ 88

0

△ 728

0

22,080 14,358

34,080

給料
期末手当
年間支給率
2.45(月分)

0

28,395

6,447

0

0

3,970

0

293

28,527

議員 0

7,074

882

2,358

92,745

その他の
特 別 職

8,211

報酬

超勤手当

△ （2)

43,370

44,234

7,956

扶養手当

168

132

職員手当

0

給料

本年度

比　較

職員手当
の 内 訳

計 508

長等 3

その他の
特 別 職

区分 職員数

議員

22,139

0

0 22,080

0

計

その他の
特 別 職 544

長等

議員 12

22,227

34,080前
年
度

12本
年
度

0

56,307

長等

493

3

1,2003,960

△ 1,080△ 508

0 5,040

3,173

977 1,640

9,705

0

42,291

22,139

22,227

92,957 13,968

42,123

備考　職員数欄における（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員についての外書きである。

期末勤勉手当

10,076

13,998

0

0

14,658

0

計

281,426

559

0

6,315

8,043

0

0 0

300

0

△ 51 0△ 88

0

0

0

△ 51

10,433

給　　与　　費　　明　　細　　書

0 0

0

22,0800

56,219 22,080

0

一般会計



ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円)

(単位：千円)

(単位：千円)

(単位：千円)

職員手当 計
共済費

(26)

968

1,640

102,302

13,500 89,358

比　較 4,227 0 △ 9882 △ 590

43,370 21,763 23,353

前年度 13,000

3,960

イ　会計年度任用職員

区分 職員数
給　与　費

88,486

0

備考　職員数欄における（　）内は、パートタイム会計年度任用職員についての外書きである。

比　較
△ （2)

△ 864

1,200

給料

区分 職員数

81

職員手当
の 内 訳

本年度

前年度 9777,074 3,181 12,528 2,358

(0)

(0)

区分 期末勤勉手当

92,369

給　与　費

扶養手当

本年度

比　較

前年度

(0)

△ 234

223

備考

259,6630

0 247,336 125,167

5,095

96,596 7,956 2,591 9,995 2,124

住居手当

372,503

3
12,3270

通勤手当

84

報酬 給料

125,390

超勤手当

12,550

計

11,385

12,944

本年度 22,771

区分

77,97344,234

合計

441,489

17,645

385,053 74,081 459,134

職員手当

68,986

共済費

比　較 9,771

職員手当
の 内 訳 500

通勤手当期末勤勉手当

82

582

2,431

△ 440

管理職手当
管理職特別
勤務手当地域手当

備考　職員数欄における（　）内は、再任用短時間勤務職員についての外書きである。

宿日直手当

0

△ 2,533

9,853 10,513

20,239

0

1,524

前年度

本年度

5,040

合計

10

(28)

10

備考
報酬

13,816

△ 1,080

一般会計



(2)給料及び職員手当の増減額の明細

(3)給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当りの給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

７級 0.0 0.0 0.0 - - 0.0

６級 9.7 14.3 16.7 - - 0.0

５級 8.1 14.3 16.7 - - 0.0

４級 9.7 14.3 0.0 - - 100.0

３級 25.8 14.3 0.0 - - 0.0

２級 24.2 28.6 33.3 - - 0.0

１級 22.6 14.3 33.3 - - 0.0

計 100.0 100.0 100.0 - - 100.0

７級 0.0 0.0 0.0 - - 0.0

６級 9.5 14.3 16.7 - - 0.0

５級 7.9 14.3 16.7 - - 0.0

４級 11.1 14.3 0.0 - - 100.0

３級 22.2 14.3 0.0 - - 0.0

２級 27.0 28.6 33.3 - - 0.0

１級 22.2 14.3 33.3 - - 0.0

計 100.0 100.0 100.0 - - 100.0

13,851

看護保健職 技能労務職

1
0

305,217

293,867

区分 級

6

0

1

職員数

0
0

0
0

0 0

16

2
2

R6
年
2月
1日
現
在

7 1
1

14 1

1

6

62
14 1

2

大学卒

国の制度

職員数

高校卒

区分

一般行政職
職員数

6
0

0

0

6

（級別の標準的な職務内容）

区分

R5
年
2月
1日
現
在 14

一般行政職 主事

２級

016
5

令和6年2月1日現在

令和5年2月1日現在

196,200

166,600

平均給与月額(円)

33.8

266,918

282,838

262,146

平均年齢　（才)

平均給与月額(円)

平均給料月額(円)

一般行政職

196,200

平均年齢　（才)

282,386

38.0

309,129

299,086

285,323

平均給料月額(円)

166,600

一般行政職

36.4

昇 給 に 伴 う 増 加 分

2,281そ の 他 の 増 減 分

-

6,808

税務職

備考

そ の 他 の 増 減 分

区分 一般行政職

期末・勤勉手当支給率変
更・給与改定等による増

288,729

制度改正に伴う増減分

給与改定に伴う増減分

給 　 料

職員手当

-

-

-

37.0

0

0
0

0 0

1
0

0

-

-

-

-

374,800

-

その他の教育職
職員数

0
0

36.0

幼稚園教育職

0

主査

2
2

３級

17 2

４級

係長・主任 課長補佐

６級

課長 参事

７級５級

0

37.5

-

275,817 335,300

355,300

看護保健職
職員数

税務職
職員数

0

技能労務職

0
1
0

01

33.8

0

0
0
1

0
0

0

0

5
0

0

0

0
0

0
0

0
1

1

7

1

15

-

区分 増減額(千円) 説明

幼稚園
教育職

-

3,098

38.5

4,762

採用・退職の差等による
増

6,978
10,076

283,883

増減事由別内訳(千円)

1

0
0

0

副課長・主幹

0

0

1 0
0

00

0

0

１級

63 7

1
0

344,800

採用・退職の差等による
増

その他の
教育職

一般会計



エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 (単位：月）

0

昇給に係る職員数　B (人)

4.5

備考　（　）内は，再任用職員の支給率。

職員数　A　（人) 77

税 務 職

6

看 護
保 健 職

6

1 3

昇給に係る職員数　B (人)

合計

本年度

前年度

国の制度

（1.175） （1.175） （2.35）

(1.15) (1.15) (2.30)

（1.175） （1.175） （2.35）

支給率等

国の制度(支給率等)

有

本
年
度

45

95.2

比率 B/A (%) 92.5

昇給級数
内　　訳

63

71

6号給以上　(人)

一 般
行 政 職

昇給級数
内　　訳

4

0

50

区分

前
年
度

1号給　(人)

85.7 83.3

6号給以上　(人) 5

74

0

60

24.586875

24.586875

25年勤続の
者(月分)

10

2.25

33.27075

33.27075

6月（月分）

2.252.25

12月（月分）
区分

0

60

区分

11

0

4号給　(人)

2.20

20年勤続の
者(月分)

2.20

0

2.25

0

3号給　(人) 17

支給期別支給率

3号給　(人)

比率 B/A (%) 92.2

4号給　(人)

1号給　(人)

53

2号給　(人)

93.9

5

0

0

13

0

0

7 6

区分

職員数　A　（人)

0

1

0

0

0

0

5 1

0

0

00

2

66.7 0.0 100.0

支給率計
 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備考

0 0

0 0

10

0

0

6

0

1

4

85.7

0

00

0 0

0

0.0 100.0

5 4

0 0

10

その他の
教育職

技 能
労 務 職

10

0

0

7

0

備考

47.709

47.709

その他の
加算措置

-

-

最高限度

4.4

35年勤続の
者(月分)

47.709

47.709

4.5

有

有

その他の
教育職

080

一 般
行 政 職 税 務 職

66

看 護
保 健 職

1

02号給　(人)

合計

1

技 能
労 務 職

0

62

一般会計



キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

な　　し

-

支 給 対 象 地 域

支 給 率 (%)

町内全域

車の使用距離が片道3ｋm以上の場
合に限り、1ｋm当り単価800円に距
離（ｷﾛ数）を乗じて得た額。

通勤手当

国の手当との異同

扶養手当 -

住居手当 同

差異の内容区分

異

同

-

国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率 (%)

-

-

支 給 対 象 職 員 数
( 人 )

一般会計



                                                                                          (単位:千円)

前 々 年 度 末 前年度末現在高 当該年度末現在高

 区 分 当 該 年 度 中 当該年度中元金

 現  在  高  見　込　額 起 債 見 込 額 償 還 見 込 額  見  込  額

(2,223,900)

 １ 普通債 7,191,275 8,782,201 907,100 631,937 9,057,364

(75,300)

  (1)総務債 3,740,217 3,476,058 94,900 314,516 3,256,442

(732,100)

  (2)民生債 102,500 834,600 0 0 834,600

(18,700)

  (3)衛生債 25,900 42,945 6,700 2,665 46,980

(0)

  (4)農林水産債 304,110 284,230 0 27,035 257,195

(471,500)

  (5)土木債 1,820,431 2,142,819 300,800 165,007 2,278,612

(0)

  (6)住宅債 529,358 494,292 0 36,056 458,236

(2,000)

  (7)消防債 9,940 7,280 0 2,407 4,873

(924,300)

  (8)教育債 658,819 1,499,977 504,700 84,251 1,920,426

(29,100)

 ２ 災害復旧債 91,192 103,274 0 16,526 86,748

(21,000)

  (1)土木債 85,311 90,997 0 14,934 76,063

(8,100)

  (2)農林水産債 5,881 12,277 0 1,592 10,685

(2,253,000)

  合      計 7,282,467 8,885,475 907,100 648,463 9,144,112

        ( 注 )  前年度末現在高見込額欄の(    )内は、令和５年度中起債額(又は見込額)である。

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

 当 該 年 度 中 増 減 見 込



 

 

 

 

 

 

地方自治法施行令第１４４条第１項第５号の規定 

による予算に関する説明書 

 

（その他予算の内容を明らかにする為必要な書類） 









（歳入）

　・地方消費税交付金　　　　　　　　　　： 161,000千円

　　　うち引き上げ分（社会保障財源化分）：  88,000千円

（歳出）

　・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費：523,654千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

（単位：千円）

 国・県支出金 地方債 その他
社会保障財
源化分の市
町村交付金

その他

障害福祉事業 245,934 173,451 31,359 41,124

保健福祉医療事業 55,275 17,883 7,600 12,889 16,903

児童福祉事業 121,480 109,773 5,065 6,642

低所得者保険料軽減 11,162 8,370 1,209 1,583

小計 433,851 309,477 7,600 0 50,522 66,252

保健衛生事業 89,803 3,177 37,478 49,148

小計 89,803 3,177 0 0 37,478 49,148

523,654 312,654 7,600 0 88,000 115,400

社
会
福
祉

保
健
衛
生

合　計

引き上げ分の地方消費税収に伴う市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費

その他社会保障施策に要する経費

事　業　名 経　費

財　源　内　訳

特定財源 一般財源


